一般乗用旅客自動車運送事業
（１人１車制個人タクシーを除く。）
事業計画変更認可申請書・
事業計画変更（事後）届・
施行規則第６６条の届出・
事業の休止届・事業の廃止届の手引き
　一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の事業計画の変更をするとき若しくは変更したとき、会社の定款や役員を変更したとき、休憩施設等を変更したとき、事業を休止又は廃止しようとするときは下記法令等に基づいた申請書または届出を提出する必要があります。
記
　　○ 道路運送法第１５条、第３８条
    ○ 道路運送法施行規則第１４条、第１５条、第１５条の２、第２５条、第６６条
　　○ 一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の事業計画変更認可申請事案等の審査基準（平成１４年１月２３日付け中国運輸局公示第１８０号）
    ○ 一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の経営許可申請事案の審査基準（平成１４年１月２３日付け中国運輸局公示第１７９号）
  これは、中国運輸局管内において事業計画等の変更を申請または届出をする場合の参考として作成したものです。
　ご不明な点、問い合わせなどは、最寄りの運輸支局輸送担当又は中国運輸局自動車交通部旅客第二課まで問い合わせ願います。
中国運輸局各運輸支局
広島運輸支局　輸送担当　TEL：０８２－２３３－９１６７

鳥取運輸支局　輸送担当　TEL：０８５７－２２－４１２０

島根運輸支局　輸送担当　TEL：０８５２－３７－１３１１

岡山運輸支局　輸送担当　TEL：０８６－２８６－８１２２
山口運輸支局　輸送担当　TEL：０８３－９２２－５３３６

中国運輸局自動車交通部旅客第二課

〒７３０－８５４４

広島県広島市中区上八丁堀６－３０

広島合同庁舎４号館４階

TEL：０８２－２２８－３４５０
一般乗用旅客自動車運送事業
（１人１車制個人タクシーを除く。）
事業計画変更認可申請書（参考例）
事業計画変更（事後）届（参考例）
施行規則第６６条の届出（参考例）

事業の休止届・事業の廃止届（参考例）

申請書作成にあたっての注意事項
◎申請書提出先及び提出部数
A.提出先は、営業所の所在地を管轄する運輸支局です。
B.提出部数は、次のとおりです。

中国運輸局長が認可または届出を受理するもの
中国運輸局長あてに１部（正本）、営業所を管轄する運輸支局分として１部、申請者控えとして１部、合計３部作成してください。
運輸支局長が認可または届出を受理するもの

運輸支局長あてに１部、申請者控えとして１部、合計２部作成してください。
C.申請は、原則として随時受付します。
※ 標準処理期間は別途公示のとおりです。
D.別途追加書類を求めることがありますのでご了承　願います。
◎申請書様式
申請書は、Ａ４判縦・横書き・左とじとして下さい。
赤字の注書き、記入要領等は消去してご使用下さい。
	一般乗用旅客自動車運送事業の
	□
	事業計画変更認可申請書

	
	
	（法人タクシー）
	
	□
	事業計画変更届出書

	
	
	□
	休止または廃止の届出
	□
	施行規則第６６条第１項の届出書

	  中 国 運 輸 局 長
	
	殿
	　
	申請年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	　  　　　　運輸支局長
	
	殿
	
	　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

	フリガナ
	　

	申請者名
	　

	申請者住所
	　

	代表者名
	　

	連絡担当者
	　
	電話番号
	　

	

	変更又は届出内容（項目）※該当するものを○で囲んでください。

	　
	①主たる事務所
　
　
	②氏名・名称又は住所
　
　
	③営業区域
　
	④営業所の位置　

	　
　

	　
	⑤休憩、仮眠又は睡眠のための施設
	⑥自動車車庫
	⑦営業所の名称
　

	　
　

	　
	⑧事業廃止
	⑨事業休止
	⑩事業休止再開
	⑪役員
	⑫定款　
　

	　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

	変更
項目
	新
	旧

	　
	　
	　

	
	　
	　

	　
	　
	　

	
	　
	　

	　
	　
	　

	
	　
	　

	　
	　
	　

	
	　
	　

	　
	　
	　

	
	　
	　

	・事由発生年月日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	・休止又は廃止の日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	・休止の場合の予定期間
	　　　　　　年　　　月　　　日から　　　　　年　　　月　　　日まで

	・理由（事業廃止、事業休止の際のみ記入）

	　

	１．変更項目は「変更又は届出内容（項目）」の番号で記入してください。

	２．欄が不足する場合は適宜別紙等で追加してください。


事業計画新旧対照表（※変更に係る項目のみ記載すること）
① 営業区域 
	新
	旧

	
	

	
	

	
	

	
	


② 営業区域ごとの営業所の名称及び位置
	営業区域
	営業所の名称
	営業所の位置

	
	
	新
	旧

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


③ 営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその種別ごとの数
	新
	営業所
	一　般　車　両
	小計
	特殊車両
	小計
	合計

	
	
	タクシー
	ハイヤー
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	都市型
	
	
	
	

	
	
	特大
	大
	普
（中）
	（小）
	特別
	大
	中
	特別
	大
	中
	
	車いす
（うち軽）
	寝台
（うち軽）
	兼用
（うち軽）
	回転ｼｰﾄ
（うち軽）
	セダン型
（うち軽）
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　

	旧
	営業所
	一　般　車　両
	小計
	特殊車両
	小計
	合計

	
	
	タクシー
	ハイヤー
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	都市型
	
	
	
	

	
	
	特大
	大
	普
（中）
	（小）
	特別
	大
	中
	特別
	大
	中
	
	車いす
（うち軽）
	寝台
（うち軽）
	兼用
（うち軽）
	回転ｼｰﾄ
（うち軽）
	セダン型
（うち軽）
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　

(　　)
	　
	　


※ 種別のうち、「一般車両」とは、一般の需要に応じることができる事業用自動車とし、「特殊車両」とは、福祉輸送サービス等に使用する一般車両以外の事業用自動車とする。

※ ハイヤーのうち、「都市型」とは、「道路運送法施行規則第四条第八項第三号に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示（平成２６年国土交通省告示第５９号）」第１号に規定する事業用自動車とし、「その他」とは第２号に規定する事業用自動車とする。

※タクシーのうち、「中」（中型）及び「小」（小型）は鳥取県地区のみ適用する。

④ 営業所ごとの自動車車庫の位置及び収容能力
	営 業 所
	車　庫　の　位　置
	収容能力
	摘　要

	
	新
	旧
	
	

	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	


※営業所に併設できないときは、摘要欄に営業所からの直線距離を記載して下さい。

⑤ 主たる事務所の名称及び位置
	新
	旧

	名　称
	
	名　称
	

	位　置
	
	位　置
	


添付書類一覧

	変更項目
	添 付 書 類
　

	③④
	１．運行管理の体制を記載した書面

	
	　
	①　事業用自動車の運行管理の体制（別紙様式１）

	
	　
	②　運行・整備管理者資格者証の写し（５両未満は不要）

	
	　
	③　運行・整備管理者就任承諾書（別紙様式２）

	
	　
	④　運転者の就任承諾書（別紙様式２）及び運転免許証の写し

	
	　
	⑤　運転者の勤務割表（月間）
　　（勤務日、非番、休日、勤務開始時、終了時及び休憩時間等を具体的に記入すること。）

	
	※営業所の廃止、位置変更の場合は添付不要

	③
	２．事業の開始に要する資金及びその調達方法を記載した書面

	
	　
	①　所要資金及び事業開始当初に要する資金の内訳書（別紙様式３）
　　　　資金の算出の挙証等に必要な契約書見積書等も添付してください。

	
	　
	②　運転資金の算出の基礎（別紙様式４）

	
	
	③　資金の調達方法（別紙様式５）

	
	　
	4 自己資金を確認できる申請日以前１週間以内の申請者名義の預金残高を証明した残高証明書等

　　　（ただし、複数の金融機関或いは口座になる場合は同一日の証明に限る。）

	
	　
	⑤　その他資金の算出の基礎等（別紙様式６～８）

	
	※営業区域の拡大の申請のみ添付が必要。

	③④⑤⑥
	３．「一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画変更認可申請事案等の審査基準」（平成１４年１月２３日付中国運輸局公示第１８０号）Ⅰの２各号のいずれにも該当しない旨を証する書類（宣誓書）（別紙様式９－２）

	
	※規模を拡大する申請のみ添付が必要。

	③
	４．計画する事業用自動車の使用権限を証する書面

	
	　
	①　事業用自動車の明細（別紙様式１０）

	
	　
	②　・自己所有の場合 ……自動車検査証の写し（電子車検証の場合、自動車検査証記録事項）
・車両購入の場合　……売買契約書（見積書）

	
	　
	 ・リースの場合　　　……自動車リース契約書（見積書）

	
	※営業区域の拡大の申請のみ添付が必要。

	③④⑤⑥
	５．事業の施設（営業所、車庫）の概要を記載した書類

	
	　
	①　休憩仮眠施設の概要を記載した書類（別紙様式１１）

	
	　
	②　位置図（原則として市販されているもの。申請営業所・車庫及び休憩仮眠施設の位置を記入。それぞれの施設が併設できないときは、その位置並びに相互間の直線距離を記入）

	
	　
	③　平面図（縮尺は１００分の１とすること）

	
	　
	④　予定する建物または土地の写真

	
	　
	⑤　施設の使用権限を証する書面

	
	
	⑥　土地、建物を取得しようとする場合にあっては、購入または建築費用の見積書（写）

	
	
	⑦　建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令に抵触しないことの書面（宣誓書）（別紙様式１2）

	
	
	⑧　車庫前面道路の道路幅員証明書（私道の場合は、通行に係る使用権限を有する者の承諾書及び当該私道に接続する公道の道路幅員証明書）

	
	
	⑨　無線電話装置の設置を予定している場合は、その設置にかかる費用の見積書（写）

	
	※変更と関係のない施設については省略可。

	③
	６．
	損害賠償能力を証する書面

	
	　
	　平成１７年国土交通省告示第５０３号で定める基準に適合する任意保険又は共済に計画車両の全てが加入する計画があることを証する書面（契約申込書の写し、見積書の写し、宣誓書（別紙様式１３））。

	
	※増車となる申請のみ添付が必要。

	⑪
	７．道路運送法第７条の欠格事由に該当しない旨の宣誓書

	
	※新任役員がいる場合のみ添付が必要。（別紙様式９）　


別紙様式１
事業用自動車の運行管理の体制（　　　営業所）
１．適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統図
	
	代　表　者
　
	

	
	
	
	

	
	常勤の役員又は責任者
　
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	整備管理者
　
　
　
	
	運行管理者
　
　
　

	
	
	
	
	

	２．営業所に併設できない車庫を有する場合の営業所との連絡方法
     （ 営業所に併設 ）

３．事故防止についての指導教育体制及び事故処理体制
（１）事故防止に関する指導教育方法及び計画
研修・講習会等を開催予定　年間　　　回

[image: image1.emf]運転者

警察署 運輸支局

運行管理者 代表者

（２）事故処理連絡体制

	運転者
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※常勤運転者
　名


（３）指導主任者
氏名　
４．苦情処理体制
苦情処理責任者　氏名
苦情処理担当者　氏名
別紙様式２
　令和　　 年　 月　 日
住　所
氏　名　　　　                      
就任承諾書
私は、申請者　　　　　　　　　　　　が一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画の変更を認可されたときは、（ 運行管理者 ・ 整備管理者 ・ 運転者 ）に就任することを承諾します。
別紙様式３
１．所要資金及び事業開始当初に要する資金の内訳
	項　　　　目
	所要資金額
	事業開始当初に要する資金
	備　　　考

	(ｲ) 車両費
	(取得価格(含未払金))
(１年分のリース料)
	(分割の場合頭金及び２ヶ月分の割賦金、
ただし一括払いの場合左欄と同額)
(２ヶ月分のリース料)
	

	(ﾛ) 土地費
	(取得価格(含未払金))
(１年分の貸借料)
	(分割の場合頭金及び２ヶ月分の割賦金、
ただし一括払いの場合左欄と同額)
(２ヶ月分の貸借料)
	

	(ﾊ) 建物費
	(取得価格(含未払金))
(１年分の貸借料)
	(分割の場合頭金及び２ヶ月分の割賦金、
ただし一括払いの場合左欄と同額)
(２ヶ月分の貸借料)
	

	(ﾆ) 機械器具及び
什器備品
	(取得価格(含未払金))
	(左欄と同額)
	

	(ﾎ)
運
転
資
金
	運送費
	
	
	

	
	人件費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	燃料油脂費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	修繕費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	その他経費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	一般管理経費
	
	
	

	
	人件費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	その他経費
	(２ヶ月分)
	
	

	
	小　　計
	
	(左欄と同額)
	

	(ﾍ)
保
険
料
等
	自賠責保険料
	(１年分)
	
	

	
	任意保険料
	(１年分)
	
	

	
	自動車重量税
	(１年分)
	
	

	
	自動車税
	(１年分)
	
	

	
	環境性能割
	(全　額)
	
	

	
	登録免許税
	(全　額)
	
	

	
	小　　計
	
	(左欄と同額)
	

	(ﾄ) その他創業費等
	(全　額)
	(左欄と同額)
	

	合　　　計
	
	
	

	50％相当額
	
	
	

	自己資金額
	
	


※備考欄には、内訳等を適宜記載する。
別紙様式４

	運転資金の算出の基礎（１年分）

	項　　　　目
	金　　額
	明細（算出方法）                                      

	運　　　送　　　費
	　

	人件費
	給与
	
	運　転　者

	
	
	
	運行管理者

	
	
	
	整備管理者

	
	手当
	
	運　転　者

	
	
	
	運行管理者

	
	
	
	整備管理者

	
	賞与
	
	例：（年　　回支給、給与の　ヶ月分）

	
	法定福利費
	
	　

	
	厚生福利費
	
	　

	計
	
	　

	燃料油脂費
	ガソリン費
	
	　

	
	ＬＰガス費
	
	　

	
	軽油費
	
	　

	
	油脂費
	
	　

	計
	
	　

	修繕費
	車両修繕費
	
	　

	
	タイヤ・チューブ費
	
	　

	
	建物等修繕費
	
	　

	
	工具備品修繕費
	
	　

	
	その他
	
	　

	計
	
	　

	その他経費
	事故賠償費
	
	　

	
	道路使用料
	
	　

	
	旅費
	
	　

	
	被服費
	
	　

	
	水道・光熱費
	
	　

	
	備品・消耗品費
	
	　

	
	通信運搬費
	
	　

	
	会議費
	
	　

	
	交際費
	
	　

	
	その他
	
	　

	計
	
	　

	運　　送　　費　　合　　計
	

	一　　般　　管　　理　　費
	　

	人件費
	役 員 報 酬
	
	月額　　　　　　円×１２月

	
	給      与
	
	事務員　

	
	手      当
	
	事務員　　

	
	賞      与
	
	例：（年　　回支給、給与の　ヶ月分）

	
	法定福利費
	
	　

	
	厚生福利費
	
	　

	計
	
	　

	その他経費
	旅      費
	
	　

	
	被　服　費
	
	　

	
	水道・光熱費
	
	　

	
	備品・消耗品費
	
	　

	
	通信運搬費
	
	　

	
	会　議　費
	
	　

	
	交　際　費
	
	　

	
	宣伝広告費
	
	　

	
	事務用品費
	
	　

	
	教育実習費
	
	　

	
	そ　の　他
	
	　

	計
	
	　

	一　般　管　費　合　計
	

	費　　用　　合　　計
	

	※項目については、必要があれば追加すること。


別紙様式５
資金の調達方法
 (１) 法人の場合
	項　　目
	既存法人
	設立法人
	
	出資者名
	出資金額

	資　本　金
	
	
	
	
	

	剰余金等
	
	
	
	
	

	増資資本金
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	項　　目
	申請事業充当額
	
	
	

	
	
	
	
	

	預　貯　金
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	有価証券
	
	

	調達資金合計(自己資金額)
	
	


 (２) 個人の場合

	金融機関名
	預貯金、有価証券の種類
	預貯金等の発行番号
	申請日現在預貯金等の額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計（自己資金額）
	


別紙様式６

	事業用自動車の保険料・施設賦課税等内訳書

	
	車両取得価格
	リース料　　
	自賠責保険料
	※任意保険料
	自動車重量税
	自動車税
	環境性能割

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	※任意保険の対人補償額は　□ 無制限　 □ １億円　 □ ８０００万円で計画しています。

対物補償額は　□ 無制限　□ 　　　　　　　万円　□ ２００万円、免責額　□なし　□ 　　万円で計画しています。


別紙様式７

	燃　料　油　脂　費　算　出　基　礎

	１．燃料費明細

	燃料区分
	車両数
	年間走行キロ
	㍑当たりの
走行キロ
	年間使用量（㍑）
	燃料単価
	年間燃料費

	ガソリン
	両
	㎞
	㎞/ℓ
	ℓ
	円/ℓ
	円

	ＬＰＧ
	両
	㎞
	㎞/ℓ
	ℓ
	円/ℓ
	円

	軽　油
	両
	㎞
	㎞/ℓ
	ℓ
	円/ℓ
	円

	合　計
	
	円

	

	２．油脂費明細

	油脂区分
	算　出　の　基　礎
	年間油脂費

	エンジンオイル
	
	円

	雑　油
	
	円

	合　計
	
	円


別紙様式８

	年間走行キロ算出基礎

	稼　働　日　数
	月間　　　　日・年間　　　　日

	目　　的　　地
	
	
	
	
	

	走行キロ
	１回あたり
	走行キロ
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞

	
	
	実車キロ
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞

	
	
	空車キロ
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞

	
	１日の運行回数
	回
	回
	回
	回
	回

	年　間　運　行　回　数
	回
	回
	回
	回
	回

	年　間　走　行　キ　ロ
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞
	㎞

	総   走   行   キ   ロ
	㎞


別紙様式９
　　　中国運輸局長　　殿
宣　　誓　　書
　私は、道路運送法第７条の各号に該当していないことを宣誓いたします。
　また、私又は私が役員として就任した法人が、一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の経営許可申請事案の審査基準１０．（３）の各号に定める法令遵守事項に違反する事実はないことを宣誓します。
          　　　　　　        　令和　　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
※宣誓月日は、申請日以前になります。

※法人申請の場合、役員全員の宣誓が必要ですが、一葉に役員全員を列されても支障ありません。

別紙様式９－２
宣　　誓　　書
１．道路運送法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法等の違反により申請日前３ヶ月間及び申請日以降に５０日車以下の輸送施設の使用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人である場合における当該処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該処分を受けた法人の業務を執行する常勤の役員として在任した者を含む。）ではありません。
  　ただし、事業規模の拡大に係る営業区域外で受けた自動車等の使用停止以上の処分であって、以下に掲げるものを除きます。
 ①　運転者の道路交通法の違反による処分（中国運輸局長が定める処分基準の初犯又は初回欄の適用がある場合に限る。）
 ②　申請日前３ヶ月間及び申請日以降に中国運輸局長が定める処分基準において２０日車未満の自動車の使用停止処分を行うべきものとされている法令違反に係るもの（処分日車数が２０日車未満に軽減された場合を含み、加重により２０日車以上となった場合を除く。）
２．道路運送法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法等の違反により申請日前６ヶ月間及び申請日以降に５０日車を超え１９０日車以下の輸送施設の使用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人である場合における当該処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該処分を受けた法人の業務を執行する常勤の役員として在任した者を含む。）ではありません。
 　 ただし、事業規模の拡大に係る営業区域外で受けた自動車等の使用停止以上の処分であって、以下に掲げるものを除きます。
 ①　運転者の道路交通法の違反による処分（中国運輸局長が定める処分基準の初犯又は初回欄の適用がある場合に限る。）
 ②　申請日前６ヶ月間及び申請日以降に中国運輸局長が定める処分基準において２０日車未満の自動車の使用停止処分を行うべきものとされている法令違反に係るもの（処分日車数が２０日車未満に軽減された場合を含み、加重により２０日車以上となった場合を除く。）
３．道路運送法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法等の違反により申請日前１年間及び申請日以降に１９０日車を超える輸送施設の使用停止処分以上又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人である場合における当該処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該処分を受けた法人の業務を執行する常勤の役員として在任した者を含む。）ではありません。
 　 ただし、事業規模の拡大に係る営業区域外で受けた自動車等の使用停止以上の処分であって、以下に掲げるものを除きます。
 ①　運転者の道路交通法の違反による処分（中国運輸局長が定める処分基準の初犯又は初回欄の適用がある場合に限る。）
 ②　申請日前１年間及び申請日以降に中国運輸局長が定める処分基準において２０日車未満の自動車等の使用停止処分を行うべきものとされている法令違反に係るもの（処分日車数が２０日車未満に軽減された場合を含み、加重により２０日車以上となった場合を除く。）
４．道路運送法、貨物自動車運送事業法及びタクシー業務適正化特別措置法等の違反により、輸送の安全の確保、公衆の利便を阻害する行為の禁止、公共の福祉を阻害している事実等に対し改善命令を受けた場合にあっては、申請日前に当該命令された事項が改善しています。
５．申請日前１年間及び申請日以降に自らの責に帰する重大事故を発生させていません。
６．申請日前１年間及び申請日以降に特に悪質と認められる道路交通法の違反（酒酔い運転、酒気帯び運転、過労運転、薬物等使用運転、無免許運転、無車検（無保険）運行及び救護義務違反（ひき逃げ）等）はありません。
７．旅客自動車運送事業報告規則及び自動車事故報告規則に基づく各種報告書の提出を適切に行っています。
８．自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律の違反により申請日前２年間及び申請日以降に営業の停止　命令、認定の取消し又は営業の廃止命令の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人である場合における　当該処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該処分を受けた法人の業務を　執行する常勤の役員として在任した者を含む。）ではありません。
    上記のとおり宣誓いたします。
          令和　　　　年　　月　　日
　住　　所　　　
　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　生年月日　　
※  なお、申請日前２年間に、道路運送法・運転代行業を経営する法人の役員として在任歴がある場合は、その内容を記入してください。
	別紙様式１０
事業用自動車の明細

	
	車名
	型式
	区分
	年式
	定員
	長さ
	幅
	高さ
	排気量
	車両
総重量
	配置
営業所
	備考

	1
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	2
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	3
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	4
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	5
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	6
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	7
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	8
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	9
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	

	10
	
	
	
	年
	人
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	㏄
	㎏
	
	


別紙様式１１
事業用自動車の乗務員の休憩、仮眠施設の概要
	施設の所属する
営業所
	休憩仮眠施設の位置
	面積
	所有・
借入の別
	摘 要

	営業所
	
	㎡
	
	

	営業所
	
	㎡
	
	

	営業所
	
	㎡
	
	


※営業所・車庫に併設できないときは、摘要欄に営業所からの直線距離を記載して下さい。
別紙様式１２
中国運輸局長　殿
宣　　誓　　書
道路運送法第５条第１項第３号に規定する事業計画のうち営業所、車庫及び休憩仮眠施設について、建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令に抵触しないことを宣誓いたします。
令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　
氏名又は名称 　 
（法人にあっては代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙様式１３
中国運輸局長　殿
宣　　誓　　書
「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するために講じておくべき措置の基準を定める告示」（平成１７年国土交通省告示第５０３号）で定める基準に適合する（任意保険・共済）に計画車両のすべてが加入する計画であることを宣誓いたします。
令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　
氏名又は名称 　 
（法人にあっては代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙様式１４
中国運輸局長　殿
宣　　誓　　書
健康保険法、厚生年金法、労働者災害補償保険法、雇用保険法（以下「社会保険等」という。）に基づく社会保険等加入義務者として社会保険等に加入する計画であることを宣誓いたします。
令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　
氏名又は名称 　 
（法人にあっては代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　
